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(様式１－１)

登 録 申 込 書

令和　　年　　月　　日

神戸市長　あて

　神戸市青少年会館指定管理者の提案申請者として登録を申し込みます。

申請者(代表団体)

	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名


	印

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail



構成団体　グループ応募の場合のみ記入してください。

	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名


	印

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail



	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名


	印

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail



記入欄が足りない場合は、欄を追加して使用してください。
 (様式１－２)

神戸市青少年会館見学会参加申込書

令和　　年　　月　　日

神戸市長　あて

　令和７年７月１日に開催される、神戸市青少年会館指定管理者の説明会への参加を申し込みます。

申込者

	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail

	参加者

（２名まで）


	氏名

部署・職名

氏名

部署・職名



(様式１－３)

令和　　年　　月　　日

質　疑　書

神戸市長　あて

　神戸市青少年会館指定管理者応募要領に関して、質疑を行いたいので、質疑書を提出します。

	質疑者

	法人・団体名
	
	
	質疑書枚数

	
	部署・職名
	
	
	枚中　　枚目

	
	担当者名
	
	
	

	
	電話番号
	
	
	

	
	Ｅ-mail
	
	
	


	資料名
	
	ページ
	

	項目名
	

	質疑内容




質問は、本様式1枚につき1問とし、簡潔にまとめて記載してください。

質疑書の提出は登録申込書を提出した団体に限ります。

(様式１－４)

令和　　年　　月　　日
共同事業体結成届出書
神　戸　市　長　　あて
共同事業体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　所　在　地
　　団　体　名
代表者氏名
件名　　神戸市立青少年会館　指定管理者
　上記件名の公募に参加するため、共同事業体を結成し、下記のとおり代表者及び代表者の権限を構成員全員一致で定めましたので、届け出ます。
　なお、当該件名の指定管理者に指定された場合は、各構成員は神戸市青少年会館の指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して債務を負います。
	共同事業体
	名　　　称
	

	
	所　在　地
	

	
	代　表　者
	

	共同事業体の構成員
（共同事業体の代表者含む）
	所　在　地
団　体　名
代表者氏名

	
	所　在　地
団　体　名
代表者氏名

	
	所　在　地
団　体　名
代表者氏名

	共同事業体の成立、解散の時期及び存続期間
	令和　年　月　日から当該指定管理者の指定期間終了後３か月を経過する日まで。
ただし、当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかった場合は、当該指定を受けることができなかった日に、また、当共同事業体に対する指定が取り消された場合は、当該指定取消の日に、それぞれ解散するものとします。なお、後者による解散の場合、当共同事業体は、解散後においても、神戸市が別に定める期間、その指示の下、引継ぎや財務処理等の必要な業務を行うものとし、全ての構成員は、これらの業務を当共同事業体に共同連帯して行います。

	代表者の権限
	１　指定管理者の指定の申請に関する件
２　神戸市との協定締結に関する件
３　経費の請求受領に関する件
４　その他契約に関する件

	その他
	　本届出書の提出にあたり、下記１から４までの留意事項について、構成員全員が承諾します。
１　本届出書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
２　代表者の権限に属する事項以外の事項については、構成員全員で構成する運営委員会において、多数決により決する。
３　指定管理者候補者に選定されたときは、指定管理者の指定にかかる議会の議決を経る前に、構成員間の職務分担や責任等を明記した「共同事業体協定書」を締結し、その写しを神戸市に提出する。
４　本届出書提出後における構成員の変更（加入又は脱退、除名、破産又は解散による場合を含む。）は、指定管理者候補者の選定の基礎となった人的・物的要素を欠くことになるため、当共同事業体としての応募資格を喪失し、指定管理者の指定を受けた後において指定が取り消されることに異議を述べない。


（備考）共同事業体の構成員の数が４以上になる場合は、この様式に準じて様式を作成してください。
(様式２－１)
令和　　　年　　月　　日
神　戸　市　長　　あて
申　請　者
所在地
団体名
代表者名
　神戸市青少年会館の指定管理者の指定を受けたいので、下記の書類を添付のうえ、申請します。
記
1． 事業計画書
2． 団体の概要がわかるもの（定款・寄付行為・謄本・これらに相当する書類）
3． 法人の財務状況に関する書類
4． その他市長が必要と認める書類
(様式２－２)　　　　　　　　　団体概要(グループ応募の場合は代表団体用)
	法人・団体名
	

	代表者名
	

	所在地


	


	役員数
	

	職員数
	
	障害者雇用者数・率

（法定雇用率）
	　　　人　　　％
（　　　％）

	設立年月日
	

	経営状況

（単位千円）

〈直近の３年度分を記入〉


	年度
	
	
	

	
	総収入（総売上）
	
	
	

	
	総支出（総費用）
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	主な事業


	

	経営における理念・経営方針につ

いて


	

	法令遵守について


	

	青少年会館の管理運営を希望する理由


	

	青少年施設の運営についての実績


	

	その他青少年育成事業の実績


	


(様式２－３)　　　　　　　団体概要(グループ応募の構成団体用)

	法人・団体名
	

	代表者名
	

	所在地


	

	役員数
	

	職員数
	
	障害者雇用者数・率

（法定雇用率）
	　　　人　　　％

（　　　％）

	設立年月日
	

	経営状況

（単位千円）

〈直近の３年度分を記入〉


	年度
	
	
	

	
	総収入（総売上）
	
	
	

	
	総支出（総費用）
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	主な事業


	

	経営における理念・経営方針につ

いて


	

	法令遵守について


	


 (様式２－４)

グループ応募構成書

令和　　年　　月　　日

神戸市長　あて

　申請者(代表団体)

	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名


	印

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail


構成団体

	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名


	印

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail


	法人・団体名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名


	印

	担当者


	氏名

部署・職名

電話番号

Ｅ-mail


グループ応募を行う場合のみ提出してください。

記入欄が足りない場合は、欄を追加して使用してください。

（様式２－５）

誓　　約　　書
令和　　　年　　月　　日
神　戸　市　長　　宛
申　請　者
所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　印
神戸市青少年会館の指定管理者の指定申請にあたり、応募要領に規定する応募資格を満たし、下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。
後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合、もしくは応募受付後、誓約した内容に違反した場合は、無効又は失格とされても異議を申し立てません。
また、下記に規定する資格要件を確認するため、神戸市が兵庫県警察本部等関係機関に対して、別紙役員等名簿を調査・照会資料として使用することに承諾します。
記
（1） 代表者及び役員に破産者及び禁錮以上の刑に処せられている者がいる団体でないこと
（2） 会社更生法（平成14年法律第154号）及び民事再生法（平成11年法律第225号）等による手続き中である団体でないこと
（3） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員が役員又は代表者としてもしくは実質的に経営に関与している団体、役員等が暴力団又は暴力団員に金銭的な援助を行っている団体、その他「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱」（平成22年５月市長決定）第５条各号に該当する団体でないこと
（4） 団体、代表者が国税（法人税、所得税、消費税（地方消費税を含む））又は神戸市税において未納の税額がある団体でないこと
（5） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項の規定により、本市から一般競争入札の参加者資格を取り消されている団体でないこと
（6） 神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止を受けている団体でないこと
（7） 本市の指定管理者の公募に応募しようとする日から過去１年以内に、他の自治体を含めて指定管理者の責に帰すべき理由により、指定管理者の指定の取り消しを受けた団体でないこと
（８）指定管理業務に関わっている労働者に対し、別表に掲げる労働関係法令を遵守すること
（９）指定管理業務の一部を他の者に行わせようとする場合にあっては、別表に掲げる労働関係法令の遵守を誓約した者を受託者とすること。また、本市の求めがあった場合は、その誓約状況を本市に説明すること
（10）受託者が労働関係法令を遵守していないと認めるときは、当該受託者に対し、労働者の適正な労働条件を確保するために必要な措置を講じること
別表（誓約事項(８)（９）関係）
　　※最低賃金法は労働基準法第９条に規定する「労働者」に適用される。使用従属関係にない「地域団体の構成員」や、いわゆる「有償ボランティア」等については通常、労働者性が認められず、最低賃金法の対象にはならない。
（別紙　役員等名簿）　  ※Excelによるデータ（要パスワード設定）でも提出してください。
[image: image1.emf][　別　紙　]

元号 年 月 日 業者名 代表者 役職名 所在地

(記入例） 1ｺｳﾍﾞ ﾀﾛｳ 神戸　太郎 S 22 11 11 M ○○株式会社 ○ 代表取締役 神戸市中央区雲井通5丁目1番1号 神戸市中央区加納町６丁目５番１号

ｺｳﾍﾞ ｼﾞﾛｳ 神戸　次郎 S 35 01 15 M 専務 神戸市中央区加納町６丁目５番２号

ｺｳﾍﾞ ﾊﾅｺ 神戸　花子 H 03 08 30 F 常務 神戸市中央区加納町６丁目５番３号

2ｺｳﾍﾞ ｻﾌﾞﾛｳ 神戸　三郎 S 44 03 26 M ○○株式会社 ○ 代表取締役 神戸市灘区桜口町4-2-1 神戸市東灘区住吉東町5丁目2番1号

元号 年 月 日 業者名 代表者 役職名 所在地

（役員等名簿）

個人住所

備考

ﾌﾘｶﾞﾅ

性

別



（備考）　書式は変更しないでください。（ＭＳＰゴシック体　１１ポイント）、番号欄の付番は、個人ごとではなく、法人ごと付番してください。

生年月日 性

別

備考 生年月日

個人住所

番

号

番

号

ﾌﾘｶﾞﾅ 氏名(漢字)

氏名(漢字)

(注意事項)

　　役員等名簿の提出にあたっては、当該役員に「神戸市が行うすべての契約から暴力団等を排除することを目的に情報提供を行うこと」及び「暴力団等排除

 要綱第５条第１項各号に該当する事由の有無を確認するため県警へ照会すること」を説明し、必ず本人の承諾をとった上で作成してください。

　　役員等名簿の記載にあたっては、登記簿謄本に登載された役員等全てについて記載し、記載漏れが無いようご注意願います。

●半角ｶﾅ

○姓名の間は半角スペース

○拗音・促音は半角大文字

●全角漢字

○姓名の間は全角ス

ペース

●半角英数大文字１桁

○M,T,S,H

●全角漢字

●半角英数大文字１桁

○M,F

●全角漢字

●全角漢字

●年月日は

半角数字2


（様式２－６）
神戸市税に関する誓約書 兼 調査に関する承諾書
神戸市長あて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
１．申請者は、以下のことを誓約します。
　（１）納期限が到来している神戸市税に滞納かつ未申告がないこと。
　（２）上記（１）が事実と相違する場合、「神戸市青少年会館指定管理者応募要領」の応募資格を有すると認められず、もしくは既になされた当該認定を取り消されても異議のないこと。
２．上記１．（１）の確認のため、申請者は以下のことを承諾します。
　　全ての神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税（種別割）、特別土地保有税、事業所税、入湯税、市たばこ税及び延滞金等徴収金を言う。）の納付又は納入状況、課税状況、申告状況及び猶予制度の適用状況を、神戸市が調査し、その調査結果を「神戸市青少年会館指定管理者応募要領」の応募資格の審査及び確認に利用すること。
３．上記１の誓約及び２の承諾の有効期限は協定の締結までとします。
申請者【法人】
	（ふりがな）
法人名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	

	（ふりがな）
代表者　職・氏名　
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登記上の本社・本店
所在地
	〒　　　-　　　　　
□上記の本社・本店は神戸市の法人市民税の課税対象ではない。
↑本社・本店が神戸市内に所在する場合で、法人市民税の課税対象とはならない事務所（名目本店）は、必ず、チェックボックスにチェックを入れてください。

	法人市民税の課税対象となる神戸市内の事務所等、寮等を記入ください。
（本社・本店含む）
	

	
	

	
	

	
	

	
	※事務所数が多い場合は空欄又は別紙にご記入ください。

	担当者名
	法人へ市税に関して確認の連絡をすることがあります。
法人の担当者のお名前、連絡先を必ずご記入ください。
氏名：　　　　　　　　　　　　電話番号：


（様式２－７）

辞 退 届

令和　　年　　月　　日

神戸市長　あて

　令和　　年　　月　　日付で申請した神戸市青少年会館指定管理者への応募を辞退します。

申請者（代表団体）

所在地

団体名

　　　　　　　　　　　　　　  　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

(様式３－１)

事　業　計　画　書

令和　　年　　月　　日

神戸市長　あて
(申請者)

所在地

 法人・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名         　　　　　　　　　　　印

(応募に関する担当連絡先)

　　　部署・職名

氏名

電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail
１　青少年会館運営上の基本方針(様式３－２)

２　青少年会館の利用率の目標設定と考え方（様式３－３）

３　青少年育成事業の企画実施

（１）会館主催事業等の概要と取り組み方(様式３－４)
（２）PR活動の概要と取り組み方（様式３－５）
（３）令和8年度の会館主催事業等の具体的な企画提案（様式３－６）

（４）自主事業の概要と取り組み方(様式３－７)

４　管理運営体制等(様式３－８)

５　危機管理の取り組み（様式３－９）

６　収支予算書(様式３－１０)
７　協力予定事業者（様式３－１１）

８　その他の提案やサービス（様式３－１２）

 (様式３－２)
	青少年会館運営上の基本方針 (最大４枚まで)

	· 総合的な基本方針（市の施策・青少年育成という設置目的、役割との整合性）
· 施設の管理運営業務を行っていくうえでの方針
· 会館主催事業等実施業務を行っていくうえでの方針
· その他コスト削減、環境負荷低減などの経営方針



（様式３－３)

	青少年会館の利用率の目標設定と考え方(最大４枚まで)

	· 利用件数、利用者数についての目標設定とその考え方
· 目標達成への取り組み

・ 利用者へのサービス向上についての考え方
・ 開館時間、休館日について



(様式３－４)
	会館主催事業等の概要と取り組み方 (最大20枚まで)

	· 会館主催事業等に関する具体的な取り組み
（応募要領に示した要求水準を踏まえ、「会館主催事業」「青少年の居場所の提供」「各種青少年活動に関する相談・指導等」「他の青少年活動拠点への支援」「地域人材の育成」「外部意見の聴き取り機会の設置」に関する具体的な取り組みに加え、当該事業を実現するために活用可能なノウハウ・経験やネットワーク、青少年のニーズの把握や効果検証・改善のための取り組みについても記載してください。特に「会館主催事業」については、個別の具体的な事業内容を示したうえで記載してください。）


（様式３－５）
	PR活動の概要と取り組み方（最大２枚まで）

	· PR活動に関する具体的な取り組み
（青少年会館の認知度向上や事業内容の告知・周知、青少年の健全育成の啓発に向けた、青少年に向けた広告・宣伝及び情報発信）
· PR活動にSNSを活用する場合は、月に何回以上発信するかや、目標フォロアー数について提案してください。


(様式３－６)
	令和8年度の会館主催事業等の具体的な企画提案（最大４枚まで）

	令和8年度の企画提案（記入欄が不足する場合、同様の様式を追加してください）

	企画名・企画概要・必要な期間等
	対 象 者
	時  期
	実費徴収の有無
	効  果

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(様式３－７)

	自主事業の概要と取り組み方 (最大４枚まで)

	· 青少年会館において実施する自主事業に関する具体的な取り組み



(様式３－８)

	管理運営体制等 (最大４枚まで)

	· 組織図の構成と考え方

· 開館時間と勤務シフトを考慮した職員数の確保、開館時間における出務者数（シフト表など明示）
· 組織の特徴と事業・業務を効率よく実施していくための工夫
· 職員の業務内容、必要な機能、雇用形態
· 業務責任者（館長）の経験及び実績
· 相談・指導業務にあたる職員の経験及び実績
· 職員の人材育成計画、研修計画、会館運営ボランティアの募集・育成計画
※　なお、応募要領にあるとおり
　　　館長（青少年団体活動指導経験20年以上、青少年施設運営経験3年以上）1名
　　　相談・指導業務にあたる職員（青少年団体活動指導経験15年以上）　　　2名以上
　　を条件とします。




(様式３－９)

	危機管理の取り組み (最大４枚まで)

	· 緊急事態への対応、個人情報の保護体制、法令遵守



(様式３－１０)

収支予算書（令和　年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	科　　目
	金　　額
	説　　明

	　収入


	指定管理料収入
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	収　入　合　計
	
	

	支出
	人件費
	
	

	
	物件費（青少年会館管理運営業務）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	物件費（青少年会館設備管理業務）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	支　出　合　計
	
	


・消費税及び地方消費税を除いた額を記入してください・令和8年度から令和13年度までの５年分を提出してください

・積算内訳を示してください(別紙でも可。ただし、Ａ４縦、横書き)

(様式３－１１)

	協力予定事業者(最大2枚まで)

	・指定管理業務の実施にあたり、一部業務の再委託等、他事業者の活用を計画している場合は、事業者の名称及び事業所の所在地（市内・市外の別）について記入してください。


(様式３－１２)

	その他の提案やサービス (最大2枚まで)

	・青少年会館の管理運営にあたり、その他の項目で計画している企画や提案




代表者印





代表者印





代表者印





代表者印





代表者印





労働関係法令


（１） 労働基準法（昭和22年法律第49号）


（２） 労働組合法（昭和24年法律第174号）


（３） 最低賃金法（昭和34年法律第137号）


（４） 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）


（５） 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）


（６） 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）


（７） 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成5年法律第76号）


（８） 労働契約法（平成19年法律第128号）


（９） 健康保険法(大正11年法律第70号)


（10） 厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)


（11） 雇用保険法(昭和49年法律第116号)


（12） 労働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和44年法律第84号)








- 3 -

